
 

令和７年度普通交付税（市町村分）について 

 

 

１ 当初算定 

（１） 本県市町村分の算定結果 

令和７年７月29日、軽井沢町を除く76市町村に2,663億1,956万５千円が交付決定された。

これは前年度当初比で39億931万８千円（+1.5％）の増となった（全国市町村分は2.8％の増）。

臨時財政対策債発行可能額を加えた額は2,663億1,956万５千円、前年度当初比で６億4,308

万７千円（+0.2％）の増となった（全国市町村分は0.2％の増）。 

 

（２） 主な算定方法の改正（特に記載の無い限り金額は全国ベース） 

 ① 地方公務員の給与改定に要する経費について、各算定費目の単位費用等において反映。

このうち、会計年度任用職員に係る給与改定に要する経費について、従事する職務を具体

的に想定している会計年度任用職員に要する経費については各算定費目において算定し、

その他の会計年度任用職員に要する経費については包括算定経費において算定。 

また、地方財政計画に計上することとしている給与改善費2,000億円について、常勤職員

等分（1,700億円程度）は給与費の一定割合（1.15％程度）を関係費目において、会計年度

任用職員分（300億円程度）は包括算定経費において、それぞれ算定。 

② 学校、福祉施設、図書館、文化施設など地方公共団体の施設の光熱費の高騰に対応する

ため、地方財政計画に計上することとしている400億円については、引き続き包括算定経

費において一括して算定。 

  また、ごみ収集、学校給食など地方公共団体のサービス・施設管理等の委託料の増加を

踏まえ、該当する算定費目におけるこれらの経費に係る単位費用措置を３％程度引き上げ。 

 ③ 「地方創生推進費」（１兆円）については、「地域の元気創造事業費」（4,000億円程

度、うち100億円程度は特別交付税）及び「人口減少等特別対策事業費」（6,000億円程度）

において引き続き措置。 

算定に当たっては、引き続き、条件不利地域等への配慮を行うこととしている。 

なお、「地域の元気創造事業費」の「行革努力分」の算定に用いる指標について、令和

８年度から、「地方公共団体の行政手続等に係るオンライン利用状況の調査」（総務省自

治行政局行政経営支援室）に基づく行政手続のオンライン化率を導入するなど、見直しを

検討。 

 ④ 地方公共団体が地域社会の維持・再生に向けた幅広い施策に自主的・主体的に取り組む

ための経費を算定する「地域社会再生事業費」については、引き続き4,200億円程度を算

定。 

 ⑤ 地方公共団体が地域社会のデジタル化を推進するために必要となる取組に要する経費

を算定する「地域デジタル社会推進費」については、マイナンバーカードの保有枚数率



 

を活用した算定について終了することとし、従来分の2,000億円程度を前年度と同様の算

定方法により算定。 

 ⑥ 公立小・中学校の体育館等の空調設備に係る光熱費について、空調設備の設置状況に応

じて算定。 

⑦ 標準準拠システムの利用に伴うガバメントクラウドの利用料及び関連する費用につい

て、ガバメントクラウドへの移行状況に応じて算定。 

 

（３） 臨時財政対策債発行可能額 

地方財源の不足に対処するため、地方財政法第５条の特例として発行。臨時財政対策債発

行可能額については、財源不足が生じている地方公共団体を対象とし、当該不足額を基礎と

して算出。 

県内市町村分の発行可能額は０千円で、前年度に比べ、32億6,623万１千円（△100.0％）

と皆減となった（全国市町村分についても皆減）。 

 

（４） 地方特例交付金 

  ① 住宅借入金等特別税額控除減収補填特例交付金 

個人住民税における住宅借入金等特別税額控除の実施に伴う地方公共団体の減収を補 

   填するため、各地方公共団体の住宅借入金等特別税額控除見込額を基礎として算定。 

  ② 定額減税減収補填特例交付金 

    個人住民税における定額減税の実施に伴う地方公共団体の減収を補填するため、各地方

公共団体の定額減税見込額を基礎として算定。 

 

２ 再算定（12月追加交付） 

（１） 本県市町村分の算定結果 

   令和７年度国補正予算（第１号）により地方交付税総額が増加したこと及び「地方交付税

法及び特別会計に関する法律の一部を改正する法律（令和７年法律第88号）」に基づき、令

和７年度普通交付税の再算定が行われ、令和７年12月23日、本県市町村分は2,825億6,074

万９千円に変更決定された。当初算定に比べ162億4,118万４千円（+6.1％）の増となった。

これにより、本県では軽井沢町を除く76市町村に162億4,118万４千円が追加交付された。 

   普通交付税の再算定は、令和３年度から５年連続となった。 

 

（２） 再算定の主な内容（金額は交付団体ベース） 

  ① 「臨時経済対策費」の創設…国の補正予算における歳出の追加に伴う地方負担に要する

経費の一部を措置（102億8,595万４千円） 

  ② 「給与改定費」の創設…地方公務員の給与改定を実施する場合に必要となる経費の一部

を措置（36億1,404万６千円） 



 

  ③ 「臨時財政対策債償還基金費」の創設…令和８年度及び令和９年度における臨時財政対

策債の元利償還金の一部を償還するための基金の積立てに要する経費の財源を措置 

（20億4,248万９千円） 

  ④ 調整額の復活…当初算定において各地方団体の財源不足額の合計額が普通交付税の総

額を超えたため減額した額の復活（２億9,541万７千円） 

 

※以降、各表の数値は特に記載の無い限り再算定後のものである。 


